
　

イ
ン
ド
で
は
独
立
後
か
ら
経
済
改
革

の
始
ま
る
一
九
九
一
年
ま
で
石
炭
、
石

油
、
電
力
と
い
っ
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
部
門

へ
の
民
間
の
参
入
が
認
め
ら
れ
ず
、
政

府
が
直
接
開
発
に
当
た
っ
て
き
た
。
し

か
し
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
自
給
率
は
高

か
っ
た
が
、
こ
の
間
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
部

門
の
技
術
革
新
が
進
ま
ず
、
国
際
的
水

準
か
ら
遅
れ
て
し
ま
っ
た
。
競
争
原
理

の
導
入
に
よ
り
生
産
性
の
上
昇
を
め
ざ

す
経
済
改
革
に
よ
り
エ
ネ
ル
ギ
ー
部
門

に
も
民
間
企
業
の
参
入
が
認
め
ら
れ
、

価
格
統
制
、輸
入
制
限
が
撤
廃
さ
れ
た
。

　

一
九
八
〇
年
代
以
降
三
〇
年
間
に
わ

た
り
安
定
し
た
経
済
成
長
を
遂
げ
、
エ

ネ
ル
ギ
ー
の
国
内
需
要
は
急
速
に
拡
大

し
た
。
今
後
も
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
の
急

増
が
見
込
ま
れ
、
イ
ン
ド
政
府
は
い
か

に
安
定
し
た
価
格
で
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
国

民
に
保
障
し
て
い
く
か
と
い
う
課
題
を

突
き
つ
け
ら
れ
て
い
る
。
エ
ネ
ル
ギ
ー

に
つ
い
て
は
需
給
バ
ラ
ン
ス
に
合
わ
せ

て
価
格
を
上
げ
る
わ
け
に
は
い
か
な
い
。

　

本
稿
で
は
石
炭
、
石
油
、
電
力
の
各

部
門
で
生
産
の
増
大
と
と
も
に
産
業
構

造
が
ど
の
よ
う
に
変
化
し
て
き
た
か
を

検
証
す
る
。
さ
ら
に
、
拡
大
し
て
い
く

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
に
応
え
る
た
め
に
海

外
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
産
を
取
得
し
、
原

子
力
発
電
の
推
進
し
よ
う
と
し
て
い
る

実
態
を
明
ら
か
に
す
る
。

一
．
経
済
改
革
と
エ
ネ
ル
ギ
ー
部
門

　

イ
ン
ド
の
人
口
は
二
〇
〇
一
年
の
一

〇
億
二
八
七
〇
万
人
か
ら
二
〇
一
一
年

に
一
二
億
一
〇
一
九
万
人
に
増
大
し
た
。

ま
た
、
経
済
成
長
と
と
も
に
一
人
当
た

り
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
増
大
し
て
い
く
。
統

合
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
は
、
平
均
八
％
の

経
済
成
長
を
遂
げ
る
と
仮
定
し
、
二
〇

〇
一
年
の
実
績
に
基
づ
き
将
来
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
消
費
量
を
予
測
し
て
い
る
。
こ

の
予
測
で
は
一
人
当
た
り
商
業
一
次
エ

ネ
ル
ギ
ー
は
二
〇
〇
四
年
度
の
三
〇
六

キ
ロ
（
原
油
換
算
）
か
ら
二
〇
三
二
年

に
一
一
二
四
キ
ロ
に
増
大
す
る
こ
と
に

な
っ
て
い
る
。
こ
の
間
に
商
業
一
次
エ

ネ
ル
ギ
ー
の
構
成
は
変
化
し
、
石
油
の

比
率
が
下
が
る
一
方
で
、
石
炭
、
天
然

ガ
ス
、
原
子
力
の
比
率
が
上
昇
し
て
い

る
。
こ
れ
は
電
力
需
要
の
増
大
に
対
し

て
、
石
炭
お
よ
び
天
然
ガ
ス
を
燃
料
と

す
る
火
力
発
電
所
の
設
立
と
原
子
力
発

電
の
増
設
に

よ
っ
て
発
電
量

を
増
や
し
て
い

く
戦
略
に
よ
る

も
の
で
あ
る
。

　

で
は
、
実
際

に
石
炭
、
石

油
・
天
然
ガ
ス

の
生
産
が
ど

の
よ
う
に
変

化
し
て
き
た

の
か
を
見
て

み
る
。
石
炭
の

国
内
生
産
量
は
一
九
九
〇
年
度
の
二
億

一
四
〇
六
万
ト
ン
か
ら
二
〇
〇
九
年
度

の
五
億
三
二
〇
六
万
ト
ン
へ
と
増
大
し

た
。
火
力
発
電
所
に
よ
る
需
要
が
こ
の

間
に
約
四
倍
に
ま
で
増
大
し
、
石
炭
の

総
需
要
に
占
め
る
発
電
用
需
要
の
シ
ェ

ア
は
五
三
・
三
％
か
ら
七
〇
％
に
ま
で

上
昇
し
た
。

　

一
九
九
三
年
に
石
炭
産
業
へ
の
民
間

部
門
の
参
入
が
認
め
ら
れ
、
二
〇
〇
〇

年
に
は
価
格
が
自
由
化
さ
れ
た
が
、
実

際
に
は
公
共
部
門
の
独
占
状
態
が
続
い

て
お
り
、
マ
ー
ケ
ッ
ト
・
メ
カ
ニ
ズ
ム

を
通
し
て
の
価
格
決
定
は
行
わ
れ
て
い

な
い
。
統
合
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
は
石
炭

産
業
が
生
産
性
を
上
げ
て
い
く
と
と
も

に
よ
り
深
い
地
層
ま
で
採
掘
で
き
る
技

術
が
必
要
な
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
イ
ン
ド
の
石
炭
は
灰
分
が
多

く
カ
ロ
リ
ー
が
低
い
た
め
、
石
炭
の
国

内
輸
送
費
を
考
慮
す
る
と
、
沿
岸
部
に

輸
入
石
炭
を
使
用
し
て
発
電
す
る
火
力

発
電
所
を
建
設
し
た
方
が
発
電
費
用
を

抑
え
る
こ
と
が
で
き
る
と
主
張
し
て
い

る
。
現
に
良
質
の
コ
ー
ク
ス
を
も
と
め

て
製
鉄
企
業
が
コ
ー
ク
ス
用
の
石
炭
を

輸
入
し
、
火
力
発
電
所
が
輸
入
を
増
や

し
た
。

　

一
九
九
九
年
ま
で
石
油
・
天
然
ガ
ス

の
上
流
事
業
（
探
鉱
、
開
発
、
生
産
）

は
石
油
天
然
ガ
ス
公
社
（
Ｏ
Ｎ
Ｇ
Ｃ
）

表1　商業一次エネルギー需要構成の予測

水力 原子力 石炭 石油 天然ガス

2004年 2.1 1.5 51.3 36.3 8.8

2032年 2.3 6.5 55.5 22.5 13.1

（出所）Govt. of India, Integrated Energy Policy: Report of the Expert 
Committee, 2006, p. 28.

（％）
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お
よ
び
オ
イ
ル
・
イ
ン
デ
ィ
ア
の
国
営

企
業
二
社
に
の
み
認
め
ら
れ
て
き
た
。

一
九
九
九
年
か
ら
外
国
企
業
を
含
む
民

間
部
門
の
参
入
を
認
め
た
背
景
に
は
石

油
・
天
然
ガ
ス
開
発
へ
の
投
資
を
活
性

化
さ
せ
る
と
と
も
に
、
外
国
企
業
の
技

術
を
導
入
し
、
そ
れ
を
資
源
開
発
に
結

び
つ
け
た
い
と
い
う
意
図
が
あ
っ
た
。

一
九
七
四
年
に
ム
ン
バ
イ
沖
で
海
底
油

田
が
発
見
さ
れ
た
あ
と
、
新
た
な
油
田

の
発
見
に
は
至
っ
て
い
な
い
。
そ
の
た

め
、
生
産
量
も
三
四
〇
〇
万
ト
ン
前
後

で
推
移
し
（
図
1
）、
増
大
す
る
国
内

需
要
を
賄
う
た
め
に
輸
入
が
一
九
九
八

年
度
の
三
九
八
〇
万
ト
ン
か
ら
二
〇
〇

九
年
度
の
一
億
五
九
三
〇
万
ト
ン
ま
で

約
四
倍
に
増
大
し
て
い
る
。

　

天
然
ガ
ス
に
つ
い
て
は
二
〇
〇
二
年

に
民
間
企
業
で
あ
る
リ
ラ
イ
ア
ン
ス
が

ク
リ
シ
ュ
ナ
・
ゴ
ダ
ベ
リ
湾
で
天
然
ガ

ス
の
発
見
に
成
功
し
た
。
さ
ら
に
、
二

〇
〇
五
年
に
は
グ
ジ
ャ
ラ
ー
ト
州
石
油

公
社
が
ク
リ
シ
ュ
ナ
・
ゴ
ダ
ベ
リ
湾
内

の
別
の
鉱
区
で
天
然
ガ
ス
の
発
見
に
成

功
し
、
現
在
開
発
中
で
あ
る
。
二
〇
〇

九
年
度
に
は
リ
ラ
イ
ア
ン
ス
に
よ
る
生

産
が
本
格
化
し
、
天
然
ガ
ス
の
生
産
量

は
二
〇
〇
八
年
度
の
三
二
九
億
立
方

メ
ー
ト
ル
か
ら
四
七
五
億
立
方
メ
ー
ト

ル
に
急
増
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
二
〇
〇

五
年
度
で
は
国
営
二
社
が
天
然
ガ
ス
生

産
の
七
七
％
を
占
め
て
い
た
が
、
二
〇

〇
九
年
度
に
は
民
間
企
業
の
比
率
が
四

六
・
三
％
に
ま
で
高
ま
っ
た
。
天
然
ガ

ス
は
自
動
車
な
ど
の
燃
料
と
し
て
も
利

用
さ
れ
て
い
る
が
、
お
も
に
火
力
発
電

所
の
燃
料
と
し
て
使
わ
れ
て
い
る
。
国

内
で
の
天
然
ガ
ス
生
産
が
増
大
し
た
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
国
内
需
要
の
拡
大
に

は
追
い
つ
か
ず
、
液
化
天
然
ガ
ス
の
輸

入
は
二
〇
〇
五
年
度
の
五
〇
六
万
ト
ン

か
ら
二
〇
〇
九
年
度
の
八
八
三
万
ト
ン

へ
と
増
大
し
て
い
る
。

　

石
油
を
精
製
す
る
下
流
部
門
に
お
い

て
は
民
間
企
業
の
参
入
と
と
も
に
国
営

企
業
に
よ
る
合
併
が
進
行
し
た
。
リ
ラ

イ
ア
ン
ス
は
グ
ジ
ャ
ラ
ー
ト
州
の
ジ
ャ

ム
ナ
ガ
ル
（Jam

nagar

）
に
精
油
所

を
建
設
し
、
一
九
九
九
年
か
ら
操
業
を

開
始
し
た
。
そ
の
後
生
産
能
力
が
年
産

三
三
〇
〇
万
ト
ン
に
ま
で
拡
張
さ
れ
、

イ
ン
ド
最
大
規
模
の
精
油
所
と
な
っ
て

い
る
。
エ
サ
ー
ル
（Essar

）
も
年
産

一
〇
五
〇
万
ト
ン
の
生
産
能
力
を
持
つ

精
油
所
を
建
設
し
、
二
〇
〇
六
年
か
ら

生
産
を
開
始
し
て
い
る
。
国
営
精
油
所

は
生
産
能
力
が
小
規
模
で
内
陸
部
に
立

地
す
る
も
の
が
多
く
、
統
合
さ
れ
た
結

果
、
イ
ン
デ
ィ
ア
ン
石
油
、
ヒ
ン
ド
ス

タ
ン
石
油
、
バ
ー
ラ
ッ
ト
石
油
、
チ
ェ

ン
ナ
イ
石
油
の
主
要
四
社
に
グ
ル
ー
プ

化
さ
れ
て
い
る
。

　

二
〇
〇
二
年
以
降
は
低
所
得
層
向
け

の
公
共
配
給
用
灯
油
を
除
き
、
石
油
製

品
の
小
売
価
格
は
自
由
化
さ
れ
る
は
ず

で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
国
際
原
油
価
格

が
高
騰
す
る
中
で
、
国
営
企
業
は
政
府

か
ら
の
認
可
な
し
に
石
油
製
品
を
値
上

げ
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
価
格
管
理
は

残
存
し
て
い
る
。
イ
ン
ド
政
府
は
イ
ン

フ
レ
が
続
く
中
で
石
油
製
品
価
格
の
値

上
げ
が
輸
送
費
の
増
大
に
つ
な
が
り
、

さ
ら
に
イ
ン
フ
レ
を
加
速
す
る
こ
と
を

恐
れ
て
い
る
。
現
に
、
石
油
製
品
価
格

の
値
上
げ
が
認
め
ら
れ
た
際
に
は
野
党

が
激
し
い
批
判
を
行
っ
て
き
た
。
原
料

と
な
る
原
油
価
格
が
値
上
が
り
す
る
一

方
で
、
石
油
製
品
価
格
の
値
上
げ
が
認

め
ら
れ
な
い
た
め
、
国
際
原
油
価
格
が

急
騰
し
た
二
〇
〇
五
年
度
お
よ
び
二
〇

〇
八
年
度
に
は
赤
字
を
計
上
す
る
国
営

企
業
が
で
た
。
そ
れ
に
対
し
て
リ
ラ
イ

ア
ン
ス
は
傘
下
に
石
油
化
学
企
業
が
あ

る
た
め
、
自
社
内
で
必
要
な
ナ
フ
サ
を

残
し
、
他
の
石
油
製
品
を
輸
出
し
て
い

る
。
こ
の
た
め
に
、
イ
ン
ド
は
原
油
の

輸
入
依
存
度
が
高
い
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
二
〇
〇
〇
年
度
か
ら
は
石
油
製
品

の
純
輸
出
国
と
な
っ
て
い
る
。

二
．
イ
ン
ド
に
よ
る
海
外
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
資
産
の
取
得

　

イ
ン
ド
は
原
油
の
輸
入
に
依
存
せ
ざ

る
を
え
な
い
が
、
海
外
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

表2　企業別天然ガス生産量

年度 2005 2006 2007 2008 2009

オイル・インディア 22.7 22.7 23.4 22.7 24.2

（OIL） （7.0） （7.1） （7.2） （6.9） （5.1）

石油天然ガス公社 225.7 224.4 223.3 224.9 231.1

（ONGC） （70.1） （70.7） （68.9） （68.5） （48.6）

民間企業 73.6 70.4 77.4 80.9 219.9

（22.8） （22.2） （23.9） （24.6） （46.3）

合計 322.0 317.5 324.2 328.5 475.1

（注）括弧内は％を表す。
（出所）Govt. of India, Basic Statistics on Indian Petroleum and Natural Gas 2009-10, p. 11.
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図1　インドの原油生産と原油輸入

（出所）Govt. of India, Energy Statistics, 2007 and 2011.
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資
産
を
取
得
す
る
こ
と
で
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
安
定
供
給
を
確
保
し
よ
う
と
し
て
い

る
。
政
府
は
国
営
の
Ｏ
Ｎ
Ｇ
Ｃ
に
一
〇

〇
％
出
資
で
子
会
社
の
Ｏ
Ｎ
Ｇ
Ｃ
ヴ
ィ

デ
シ
ュ
（Videsh

）
を
設
立
さ
せ
、
こ

の
子
会
社
に
海
外
で
の
探
鉱
・
開
発
に

当
た
ら
せ
て
い
る
。現
在
、ヴ
ィ
デ
シ
ュ

は
イ
ン
ド
で
親
会
社
の
Ｏ
Ｎ
Ｇ
Ｃ
に
次

ぐ
探
鉱
・
開
発
企
業
と
な
っ
て
い
る
。

イ
ン
ド
会
計
検
査
院
（Com

ptroller 
and Auditor General of India

）
の

報
告
書
に
よ
る
と
ヴ
ィ
デ
シ
ュ
は
二
〇

一
〇
年
三
月
三
一
日
時
点
に
お
い
て
一

八
カ
国
で
四
五
の
資
産
を
取
得
し
て
い

た
。
投
資
総
額
は
五
二
四
九
億
ル
ピ
ー

で
あ
り
、
二
〇
一
〇
年
三
月
三
一
日
時

点
の
レ
ー
ト
で
計
算
す
る
と
、
約
一
一

六
億
ド
ル
に
な
る
。
こ
れ
だ
け
の
金
額

を
投
資
し
て
も
、
二
〇
〇
七
年
度
か
ら

二
〇
〇
九
年
度
に
お
け
る
実
際
の
生
産

額
は
原
油
に
つ
い
て
は
九
資
産
合
計
で

六
五
〇
万
ト
ン
前
後
、
天
然
ガ
ス
に
つ

い
て
は
二
二
億
立
方
メ
ー
ト
ル
に
過
ぎ

な
い
（
表
三
）。
二
〇
〇
九
年
度
に
お

け
る
国
内
生
産
に
対
す
る
海
外
生
産
比

率
は
原
油
で
一
九
・
三
％
、
天
然
ガ
ス

で
五
・
〇
％
に
し
か
相
当
し
な
い
。
多

額
の
資
金
を
支
払
っ
て
資
産
を
取
得
し

て
も
、
探
鉱
に
失
敗
し
て
、
八
資
産
か

ら
は
撤
退
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
投

資
の
リ
ス
ク
を
一
国
営
企
業
が
負
え
る

の
は
、
親
企
業
で
あ
る
Ｏ
Ｎ
Ｇ
Ｃ
が
国

内
市
場
で
十
分
に
利
益
を
確
保
で
き
る

よ
う
な
産
業
構
造
が
で
き
て
い
る
か
ら

で
あ
る
。

　

Ｏ
Ｎ
Ｇ
Ｃ
が
高
い
収
益
率
を
維
持
で

き
る
理
由
と
し
て
二
点
考
え
ら
れ
る
。

第
一
に
、
政
府
か
ら
の
保
護
で
あ
る
。

Ｏ
Ｎ
Ｇ
Ｃ
は
一
九
九
三
年
に
政
府
の
石

油
・
天
然
ガ
ス
委
員
会
（O

il and 
N
atural Gas Com

m
ission

）
が
株
式

会
社
化
さ
れ
る
こ
と
で
発
足
し
、
国
内

の
石
油
・
天
然
ガ
ス
資
産
の
九
〇
％
を

引
き
継
い
だ
。
二
〇
〇
二
年
に
石
油
備

蓄
勘
定
（O
il Pool Account

）
が
廃

止
さ
れ
る
ま
で
、
原
油
販
売
価
格
が
政

府
に
よ
っ
て
管
理
さ
れ
る
代
わ
り
に
、

純
固
定
資
産
と
標
準
的
な
運
転
資
本
の

合
計
額
の
一
五
％
ま
で
の
税
引
き
後
利

益
が
保
障
さ
れ
て
い
た
。
第
二
に
、
下

流
の
国
営
企
業
へ
の
販
路
が
確
立
さ
れ

て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
下
流
企
業
は
石

油
製
品
価
格
を
政
府
に
よ
っ
て
管
理
さ

れ
て
い
る
が
、
Ｏ
Ｎ
Ｇ
Ｃ
は
販
売
価
格

を
値
上
げ
で
き
る
。
こ
の
結
果
、
国
際

原
油
価
格
が
高
騰
し
た
二
〇
〇
八
年
度

に
石
油
・
天
然
ガ
ス
省
の
傘
下
に
あ
る

一
三
国
営
企
業
の
税
引
き
後
利
益
の
総

額
が
前
年
の
二
九
〇
四
億
ル
ピ
ー
か
ら

二
六
七
三
億
ル
ピ
ー
に
減
少
す
る
中

で
、
Ｏ
Ｎ
Ｇ
Ｃ
の
税
引
き
後
利
益
は
一

五
一
三
億
ル
ピ
ー
か
ら
一
六
一
三
億
ル

ピ
ー
に
増
大
し
て
い
る
。

三
．
原
子
力
発
電
の
発
展

　

イ
ン
ド
で
は
一
九
四
八
年
の
電
力
法

に
よ
り
州
電
力
局
が
各
州
の
発
電
、
送

電
、
配
電
を
担
っ
て
き
た
。
州
電
力
局

の
資
金
不
足
に
よ
り
発
電
所
の
新
設
が

需
要
の
拡
大
に
追
い
つ
か
な
か
っ
た
た

め
、
一
九
七
五
年
か
ら
国
営
火
力
発
電

公
社
お
よ
び

国
営
水
力
発

電
公
社
が
設

立
さ
れ
、
中
央

政
府
が
電
力

部
門
の
て
こ

入
れ
を
行
っ

た
。
各
州
電
力

局
は
累
積
赤

字
を
抱
え
、
非

効
率
な
経
営

が
恒
常
化
し

て
い
た
た
め
、

経
済
改
革
以

降
は
民
間
の

発
電
、
送
電
、

配
電
へ
の
参

入
が
認
め
ら

れ
、
競
争
原
理

の
導
入
が
試

み
ら
れ
た
。
一

九
九
八
年
か

ら
は
主
要
な
州
に
お
い
て
州
電
力
局
の

株
式
会
社
化
が
実
施
さ
れ
た
。し
か
し
、

電
気
料
金
の
未
収
と
送
電
中
の
ロ
ス
に

よ
り
、
州
電
力
公
社
は
赤
字
を
累
積
し

続
け
て
い
る
。
統
合
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策

は
電
気
料
金
請
求
額
の
四
八
％
以
下
し

か
占
め
て
い
な
い
工
業
お
よ
び
商
業
の

消
費
者
が
料
金
回
収
額
の
七
〇
％
以
上

に
な
っ
て
い
る
事
実
を
あ
げ
、
電
気
料

表3　ヴィデシュによる海外資産への投資額および生産量

国 プロジェクト
投資額

（2010年3月31日）
生産

2007年度 2008年度 2009年度

石油
　ロシア サハリン1 海底 17,472.96＊ 223.4 185.3 153.2

インペリアル 陸上 11,251.33 7.6 54.3

　ベトナム 6.1 海底 1,163.44＊ 2.9 4.6 4.2

　シリア Al Furat 陸上 1,189.11＊ 95.1 81.2 69.4

　スーダン 5A 陸上 1,830.80 29.4 28.5 24.7

大ナイル石油プロジェクト 陸上 7,899.31 298.1 244.3 212.6

　コロンビア マンサロバー 陸上 3,154.46 35.1 37 40.9

　ベネズエラ サンクリストバル 陸上 832.16 67.1 70.4
　ブラジル BC10 海底 2,456.06 19.2

合計 684 655.6 648.9

天然ガス

　ロシア サハリン1 海底 石油に含まれる 3.45 3.72 3.9

　ベトナム 6.1 海底 16.17 18.48 19.67
　シリア Al Furat 陸上 0.24

合計 19.62 22.2 23.81

（注）＊天然ガスへの投資額も含まれている。
（出所）Comptroller and Auditor General of India　ホームページ
（http://saiindia.gov.in/english/home/Our_Products/Audit_Report/Government_Wise/union_audit/recent_reports/union_
performance/2010_2011/Commercial/Report_no_28/annexures.pdf）

（原油：億トン、天然ガス：億立方メートル）
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金
の
未
収
が
改
革
を
妨
げ
て
い
る
こ
と

を
強
調
し
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
な
問
題
を
抱
え
な
が
ら

も
、
発
電
量
は
一
九
九
〇
年
度
の
七
万

七
七
八
二
ギ
ガ
・
ワ
ッ
ト
時
か
ら
二
〇

〇
九
年
度
の
一
二
万
五
三
一
六
ギ
ガ
・

ワ
ッ
ト
時
に
増
大
し
て
い
る
。
二
〇
一

一
年
三
月
三
一
日
時
点
で
の
発
電
能
力

の
構
成
を
見
て
み
る
と
、
火
力
が
六

五
％
、
水
力
が
二
一
・
六
％
、
原
子
力

が
〇
・
七
％
、
小
規
模
水
力
発
電
な
ど

そ
の
他
が
一
〇
・
六
％
と
な
っ
て
い
る
。

さ
ら
に
火
力
発
電
の
内
訳
を
見
て
み
る

と
、
石
炭
が
五
四
・
一
％
、
天
然
ガ
ス

が
一
〇
・
二
％
、
石
油
が
〇
・
七
％
と

な
っ
て
お
り
、
石
炭
と
天
然
ガ
ス
の

シ
ェ
ア
が
高
い
。

　

現
在
世
界
か
ら
注
目
さ
れ
て
い
る
の

は
イ
ン
ド
の
原
子
力
発
電
で
あ
る
。
イ

ン
ド
で
原
子
力
発
電
は
長
い
歴
史
が
あ

り
、
一
九
六
九
年
に
開
始
さ
れ
た
。
現

在
六
発
電
所
で
二
〇
基
の
原
子
炉
が
稼

働
し
て
お
り
、
総
発
電
能
力
は
四
七
八

〇
メ
ガ
ワ
ッ
ト
で
あ
る
。
イ
ン
ド
は
当

初
フ
ラ
ン
ス
、
ア
メ
リ
カ
、
カ
ナ
ダ
か

ら
の
協
力
を
得
て
、
重
水
炉
、
高
速
増

殖
試
験
炉
、
軽
水
炉
を
建
設
し
た
。
し

か
し
、
一
九
七
四
年
に
核
実
験
を
実
施

し
た
あ
と
、
こ
れ
ら
の
諸
国
は
イ
ン
ド

か
ら
撤
退
し
た
。
一
九
七
〇
年
に
発
効

し
た
核
兵
器
不
拡
散
条
約（
Ｎ
Ｐ
Ｔ
）は
、

ア
メ
リ
カ
、
ロ
シ
ア
、
イ
ギ
リ
ス
、
フ

ラ
ン
ス
、中
国
の
五
カ
国
を「
核
兵
器
国
」

と
定
め
、「
核
兵
器
国
」
以
外
へ
の
核
兵

器
の
拡
散
を
防
止
す
る
こ
と
を
目
的
と

し
て
い
る
。
こ
の
協
定
は
、
原
子
力
の

平
和
的
利
用
の
軍
事
技
術
へ
の
転
用
を

防
止
す
る
た
め
、
非
核
兵
器
国
が
国
際

原
子
力
機
関
（
Ｉ
Ａ
Ｅ
Ａ
）
の
保
障
措

置
（
査
察
）
を
受
諾
す
る
こ
と
を
条
件

に
非
核
兵
器
国
に
よ
る
平
和
的
利
用
を

認
め
て
い
る
。
イ
ン
ド
は
核
保
有
国
に

有
利
な
不
平
等
条
約
で
あ
る
と
し
て
Ｎ

Ｐ
Ｔ
に
締
約
し
て
い
な
い
た
め
、
先
進

国
か
ら
の
協
力
を
得
ら
れ
ず
、
独
力
で

原
子
力
発
電
の
技
術
お
よ
び
核
燃
料
サ

イ
ク
ル
を
開
発
し
て
き
た
。
こ
の
よ
う

な
状
況
で
イ
ン
ド
は
海
外
か
ら
核
燃
料

の
供
給
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
か
っ

た
た
め
、原
子
力
発
電
は
成
長
し
な
か
っ

た
。
さ
ら
に
、
一
九
九
八
年
に
は
イ
ン

ド
は
再
び
核
実
験
を
実
施
し
た
。

　

イ
ン
ド
は
国
際
社
会
で
孤
立
し
て
い

た
が
、
こ
の
状
況
を
変
え
た
の
が
印
米

原
子
力
協
定
で
あ
る
。
こ
の
協
定
は
イ

ン
ド
が
二
二
の
原
子
力
・
核
関
連
施
設

の
う
ち
イ
ン
ド
が
民
生
用
で
あ
る
と
判

断
し
た
一
四
の
施
設
に
つ
い
て
は
Ｉ
Ａ

Ｅ
Ａ
の
査
察
を
受
け
入
れ
る
代
わ
り

に
、
ア
メ
リ
カ
は
民
生
用
核
技
術
協
力

と
核
燃
料
の
供
給
を
保
証
す
る
も
の
で

あ
っ
た
。
軍
事
用
核
施
設
を
持
つ
イ
ン

ド
へ
の
核
技
術
協
力
は
Ｎ
Ｐ
Ｔ
の
趣
旨

に
反
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
ア

メ
リ
カ
が
原
子
力
発
電
の
技
術
供
与
に

踏
み
切
っ
た
の
は
、
イ
ン
ド
を
原
子
力

ビ
ジ
ネ
ス
の
市
場
と
し
て
魅
力
的
だ
と

見
な
し
た
こ
と
が
大
き
い
。
二
〇
〇
八

年
に
は
印
米
原
子
力
協
定
が
発
効
し
た

あ
と
、
フ
ラ
ン
ス
、
ロ
シ
ア
と
も
原
子

力
協
定
が
締
結
さ
れ
て
い
る
。
と
く
に

ロ
シ
ア
は
積
極
的
に
イ
ン
ド
に
ウ
ラ
ン

を
供
給
し
始
め
た
。

●
ま
と
め

　

エ
ネ
ル
ギ
ー
部
門
に
お
け
る
経
済
改

革
は
必
ず
し
も
成
功
し
て
い
な
い
。
消

費
者
へ
の
価
格
を
自
由
に
設
定
で
き
な

い
と
こ
ろ
に
難
し
さ
が
あ
る
。
州
議
会

選
挙
の
際
に
農
業
用
電
気
を
無
料
に
す

る
と
い
っ
た
公
約
が
出
さ
れ
、
こ
の
公

約
が
実
施
さ
れ
た
こ
と
も
あ
る
。ま
た
、

石
油
製
品
価
格
に
つ
い
て
も
野
党
か
ら

の
批
判
を
恐
れ
る
政
府
が
値
上
げ
を
先

延
ば
し
に
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
下
流

の
国
営
企
業
は
経
営
を
圧
迫
さ
れ
る
。

そ
も
そ
も
エ
ネ
ル
ギ
ー
部
門
に
お
い
て

ど
こ
ま
で
市
場
が
機
能
す
る
の
か
は
疑

問
が
あ
る
。
海
外
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
産

を
取
得
す
る
の
は
市
場
原
理
を
超
え
た

国
家
戦
略
で
あ
る
。
今
後
も
国
内
の
エ

ネ
ル
ギ
ー
需
要
が
急
増
し
て
い
る
イ
ン

ド
と
中
国
が
、
探
鉱
に
失
敗
す
る
リ
ス

ク
を
冒
し
て
も
海
外
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
資

産
の
取
得
に
積
極
的
な
姿
勢
は
変
わ
ら

な
い
で
あ
ろ
う
。
原
子
力
ビ
ジ
ネ
ス
に

つ
い
て
も
先
進
国
は
イ
ン
ド
に
積
極
的

な
セ
ー
ル
ス
を
行
っ
て
い
る
。
ア
メ
リ

カ
は
Ｎ
Ｐ
Ｔ
よ
り
も
ビ
ジ
ネ
ス
を
優
先

さ
せ
た
。

（
う
ち
か
わ　

し
ゅ
う
じ
／
ア
ジ
ア
経

済
研
究
所　

研
究
支
援
部
）
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